
概

上を図る。
③1 　□ 

施

Ａ　　　 □ Ｂ　　

策

　 □ Ｃ　　　 □

名

 Ｄ　

医療機関で健診

保

結果を返却する際に特

険

定保健指導の受診勧奨

年

の連携体制を構築する

金

ことができ、対象者の

・

健診結
■ 計画どおり

生

   
令和　５年度 果

活

への関心や意識が高い

自

うちに面談を実施する

立

ことができた。
□ 遅

支

延         

援

の評価
□ 進展なし 

基

    

■ 維持　□

本

 拡大 委託や特定保健

目

指導の受診勧奨など医

標

療機関との連携体制を

健

継続し、実施率向上を

康

図る。
事業区分 □ 自

で

治事務   □ 法定

福

受託   □ その他

祉

今後の方向性 □ 縮小

が

　□ 改善
（改善措置

充

等）□ 休止　□ 終

実

了
計画対象 □ 実施計

し

画査定対象  □ 行

た

政改革対象 
□ 廃止

ま

　　　　 

※決算額に

ち

ついては、端数処理に

要

より、他資料の決算額

施

と差異が生じている場

策

合もあります。

の目的 社会保障制度の健全で適正な運用により、誰もが生涯にわたり安心して自立した生活を送ることができる環境を整えること。

施策の方向 国民健康保険の健全な運用

特定健診の未受診者に対する受診勧奨事業については、令和4年度より業者委託を行い、ナッジ理論に基づく訴求力の高いデザインの受診勧奨通知を年2回送付した。通
■ 計画どおり   

令和　５年度 知後の効果検証を行い、21.9%の通知効果が確認できた。
□ 遅延         

の評価 特定保健指導では、健診結果の返却時に医療機関から特定保健指導の受診勧奨をする連携体制を構築することができた。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 令和6年度より計画期間開始となる第4期特定健康診査等実施計画に基づき、特定健診受診率向上のため、前年度に引き続き業者委託による未受診者勧奨通知事業を行う

今後の方向性 □ 拡大　　　　 。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 特定

1

保健指導については、

頁

医療機関での受診勧奨

令

の体制を継続するとと

和

もに、保健師・管理栄

 

養士が訪問を実施し実

5

施率向上を目指す。
□

年

 改善　　　　 

度　　事務事業評価表（

No. 事務事業名

個

活動内容 コスト（事業

票

費：千円）

一般諸経費

）

令和　４年度 令和　５

課

年度 令和　５年度 令和

名

　６年度 令和　４年度

健

令和　５年度 令和　５

康

年度 令和　６年度
活動

推

指標名 単位
実績 計画 実

進

績 計画 決算 当初予算 決

部

算 当初予算
全体事業概

保

要
①

特定保健指導実施

険

率 ％ 41.02 29.

年

7 49.4 31.6
第

金

3期特定健康診査実施

課

計画に元づき、健診の

作

受診勧
奨や未受診者に

成

対して取組みを行い受

日

診率向上に努め 25,

令

142 148,136

和

128,184 144

　

,544
る。特定保健

６

指導については、対象

年

者に対しての通知
②や

　

、医療機関からの勧奨

８

など連携を図る。また

月

、保健
師・管理栄養士

　

による訪問を行い、特

１

定保健指導実施 令和　

日

７年度の優先度
率の向


